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インドネシアは，主要温室効果ガス排出国であり，国の気候中期目標(国が決定する貢献)として 2030 年

までに対策を取らない場合と比べて 29~41%の削減目標を掲げると同時に，食料の生産と消費の持続可能

性を目標としている．本研究では，インドネシアを対象に経済モデルを用いて 2050 年までの温室効果ガ

ス排出削減や食の内容を変更する消費者側の対策による食料消費の変化が経済と食料システムに与える影

響を分析した．その結果，排出削減による経済活動の制限により経済ロスがあったが，食の内容の変更を

同時に行うことで経済ロスを軽減する経済的便益が得られることがわかった．一方で，途上国に世界一律

の持続可能な健康的な食事(EAT-lancet)を適用すること，また国内一律に食料消費を減らす政策の実施が

食料消費の減少と飢餓リスク人口の増加をもたらす可能性があることが示された． 
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1. はじめに 

 

第 21 回気候変動枠組条約国会議(COP21)において，

2020年以降の気候変動に関する国際的な枠組みとしてパ

リ協定が採択された．パリ協定では，世界の平均気温上

昇を 2℃より十分低く保ち，1.5℃未満に抑える努力を追

求することを世界共通の長期目標として設定されている
1)．世界 100 以上の国が排出削減目標を掲げているため，

国レベルの温室効果ガス(GHG)排出削減とその経済影響

を明らかにすることの社会的ニーズは高い． 

特に，インドネシアは GHG 主要排出国の一つで，

2005年の国内GHG排出量は 1.8 GtCO2eqと推定され，そ

の大部分である 63%が土地利用の変化と泥炭や森林火災

によるものである．また，群島国家であるインドネシア

は，気候変動によって悪化する可能性のある自然災害に

対して脆弱であり，食料，水，エネルギーの供給に影響

を及ぼす可能性があり，飢餓リスク人口の増加が予想さ

れる．インドネシア政府は 2015 年に，2030 年の対策を

取らないシナリオに対して，2020 年から 2030 年までに

29%，国際支援下では最大 41%の排出削減目標を掲げて

いる．その全削減量の約 60%を農林業およびその他土地

利用部門(Agriculture, Forestry and Other Land Use, AFOLU)によ

り削減することを見込んでいる 2)．そのため，食料・

水・エネルギーの生産と消費の持続可能性に野心的な目

標を掲げているインドネシアでの排出削減や，健康な食

生活と持続可能な食料生産を目指した食料消費選好の変

更が重要となっている． 

生津ら (2013)3)は，2050年に世界GHG排出量を 1990年

比で半減する目標の実現可能性と社会経済影響をインド

ネシアを含む主要アジア 10 カ国を対象に分析した．結

果として，日本と韓国を除いた 8カ国で排出量削減目標

は技術的・経済的に達成可能であることが示された．ま

た，排出削減を行うに伴って経済的な損失が生まれるが，

その損失を考慮しても GDP は増加し，経済発展が可能

であることが示された． 

西浦ら (2020)4)は，アジア 8カ国を対象に，AIM/Hubモ

デルを用いて，2050 年における排出削減率を 2005 年比

で 20%，60%，80%に設定したときの各国の有効な排出

削減策と排出削減に伴う経済的な影響の要因を分析が行

われた．結果として，大幅な排出削減には BECCS の利

用が有効的であること，また，温室効果ガス排出削減に

よる GDP 損失は，削減率，エネルギーに対する依存度，
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経済水準に影響されることが明らかにされた． 

 和田ら (2021)5)は，日本・アメリカを対象とし，

AIM/HubモデルとAFOLUBモデルを用いて，農畜産業部

門の生産側の排出削減対策と栄養・環境面を考慮した食

の内容の変更，畜産物の消費の抑制による消費側の対策

による，GHG 排出削減可能量を推計した．この研究に

より，消費側での対策は生産側と同等かそれ以上の削減

効果があることが示された．しかし，これらの研究では，

インドネシアを対象にした，食料消費選好変更を伴う

GHG 排出削減による影響はまだ明らかにされていない． 

以上を踏まえ，本研究では，応用一般均衡モデルを用

いて，主要な GHG 排出国であるインドネシアを対象に，

食料消費選好の変更を実施し，2020 年比 GHG 排出量

50%削減の排出削減目標を達成した場合のエネルギー消

費の変化，食料消費の変化，経済影響，食料消費選好の

変更と排出削減を組み合わせることによる便益について

分析することを目的とする． 

 

 

2. 手法 

 

(1) 手法の概要 

手法の概要を図- 1に示す．食料消費選好を変更する場

合(食料消費選好変更シナリオ)，2050年にGHG排出量を

2020年比で 50%削減した(気候政策を実施)場合(気候政策

シナリオ)，食料消費選好変更と気候政策を実施した場

合(食料消費選好変更+気候政策シナリオ)，食料消費選

好変更と GHG 排出削減(気候政策)を実施しない場合(ベ

ースラインシナリオ)の4つのシナリオを用意した．世界

経済モデルを用いて分析を行い，食料消費の変化や経済

的影響などについて推計を行い，評価する．本研究では，

応用一般均衡モデル(AIM/Hub)(以前はAIM/CGEと呼んで

いたもの)6)を用いてシミュレーションを実施する．応用

一般均衡モデル(AIM/Hub)の詳細については次の項で示

す．AIM/Hubモデルに社会経済条件として人口やGDP，

作物収量，気候政策，食料消費選好変更などを入力し，

一人当たり食料消費カロリー，飢餓リスク人口，エネル

ギー消費量，GDP 変化率などのデータを出力する．飢

餓リスク人口の算定にあたり，今回の分析では現在の国

内での食料分配の公平性を将来にわたって想定している．

そして，対象地域はインドネシア，対象期間は 2005 年

から 2050年とした． 

 

(2) AIM/Hubモデル 

 本研究では応用一般均衡モデルAIM/Hubモデル(以前 

はAIM/CGEモデル)を用いて分析を行った．AIM/Hubモ

デルは市場経済における価格メカニズムを基礎に置いた

モデルであり，経済全体の財について社会会計表を用い

た数値シミュレーションを行うことによって，社会経済

シナリオの定量化や気候変動の緩和による影響を分析で

きるツールである． 

 

図-1 モデルの入出力 

 

AIM/Hubモデルは応用一般均衡型のモデル6)7)であり，

生産，消費，投資，貿易活動が各種生産要素，財等の価

格を入力条件とした関数を用いている．基本的には入れ

子構造を持つCES(Constant Elasticity of Substitution)関数で記

述している．モデルは1期を1年とし，1期毎に均衡解を

求める，1年単位の逐次型動学モデルである．旧資本と

新規資本が区別されており，資本の情報が次の年へ更新

される．基準年(2005年，計算期間は2005年から2050年)

のデータには 藤森ら8)などの手法を用いて統計間の不整

合を調整した社会会計表と作物の物量表を用いた．エネ

ルギー部門については，6つのエネルギー関連財と18の

エネルギー需要部門が含まれており，エネルギー関連財

の価格に応じてその需給がバランスするように決定され

ている． 

土地は6つのAgro-Ecological Regionに分割されており，

土地の各部門への分配はロジット関数で記述した9)．次

に，最終需要は家計消費と資本形成，輸出，政府支出で

構成されており，家計消費は線形消費支出(Linear 

Expenditure System)関数として記述している．国内財と輸

入財の間にある一定の代替関係を仮定した(アーミント

ンの仮定)．国内財と輸入財がCES関数を通じて合成さ

れるとし，財の輸出と国内への供給はCET(Constant 

Elasticity Trans formation)関数で記述し，変形の弾力性は0.8

とした10)．財の国際貿易は単一の国際市場を仮定してい

る．本研究で用いたのはAIM/Hubモデルのバージョン2.0

である．これは世界の全ての地域をカバーしている1年

ごとの逐次型動学一般均衡モデルであり，世界全体が17

地域に区分され，42の産業分類が含まれている．農産物

財区分は作物が6種類，畜産物は3種類，漁業産物が1種

類である．モデルの詳細については藤森ら6)8)9)，長谷川

ら7)11)を参照されたい．  
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(3) シナリオ 

本研究では 4つのシナリオを準備した．第一に，食料

消費選好変更と GHG 排出削減(気候政策)を実施しない

「ベースラインシナリオ」，第二に，食料消費選好を変

更した「食料消費選好変更シナリオ」．食料消費選好の

変更の詳細については以下に示す．さらに，2020年から

一定の割合で温室効果ガス排出量を削減し，2050 年に

2020年比50%削減を達成するように設定した「気候政策

シナリオ」，食料消費選好の変更を伴う気候政策を実施

した「食料消費選好変更+気候政策シナリオ」とした．

2030 年までに 29~41%削減とするインドネシアの気候中

期目標と 2070年代にカーボンニュートラルを目指す 2℃

目標の中間に相当するレベルを設定した．いずれのシナ

リオでも人口や GDP などの将来の社会経済状況には共

通社会経済シナリオSSP2を想定した(表-1)． 

 
(4) 食料消費カロリーの想定 

食料消費選好変更シナリオでは，EAT_lancet 委員会に

より，健康的な食生活と持続可能な食料生産のために提

案された一人一日あたりの財別食料消費カロリー12)を

2050年に達成するように設定した． 

表- 2にオリジナルのEAT-Lancet推奨値 12)を示し，図-2

にはそれを本分析に適用し想定した一人一日当たりの消

費カロリーを示す(表-2)．本研究では，食料消費選好の

変更による食内容の変化を効用関数の形状の変化させる

ことで表現した．具体的には，まずインドネシアの平均

一人一日当たりの消費カロリーを算出し，それを達成す

るように地域別の所得弾力性を算出し，それをモデルで

所与とした(表-3)．所得弾力性の想定を変えると将来の

食料消費が変化し，それに対する農業財の価格変化を通

じて，世界各国の需給・貿易が変化する仕組みになって

いる．例えば，食肉需要が低下すると，食肉と飼料の価

格が下がり，需要の減少と価格低下に応じて世界各国の

生産・消費・貿易が決まる．インドネシアについては，

EAT-Lancet 委員会による推奨値は，総消費カロリーが対

策なしシナリオの 3538kcalと比べて 1396 kcal低く，その

うち，作物が 84kcal，畜産物が 107kcal低い． 

 

 

3. 結果と考察 

 

(1) GHG排出量 

図- 3に各シナリオの 2050年GHG排出量を示す．各シ

ナリオの 2050年での GHG排出量は，ベースラインシナ

リオで 1970 MtCO₂/年，食料消費選好の変更を想定した

シナリオで 1840 MtCO₂/年(ベースライン比 6.71%の削減)，

気候政策を想定したシナリオで 857 MtCO₂/年(ベースライ

ン比 56.5%の削減)，食料消費選好変更+気候政策想定し 

表-1 SSP2でのインドネシアの社会経済状況 4)  

 

 

表-2 EAT-lancetによる一人 1日当たりの食料消費カロリー12) 

 
 

 

図-2 2050年インドネシアにおける一人一日当たりの食料消費

カロリーの想定 

 
表-3  財別所得弾力性 

 

 

たシナリオで 806 MtCO₂/年(ベースライン比 59.1%の削減)

となった．CO2排出量は，主にエネルギー起源であるた

め，食料消費選好変更の影響はあまり受けず，気候政策

0

500

1000

1500

2000

2500

3000

3500

4000

⾷料消費選好の変更なし ⾷料消費選好の変更あり

消
費
カ
ロ
リ
ー
(k
ca
l/
⼈
/⽇

)

⼩⻨ 油糧作物 ⽶ その他穀物 砂糖作物
その他作物 ⾁(反芻動物) ⾁(⾮反芻動物) 乳製品

財別所得弾⼒性
2005 2050 2005 2050

⼩⻨ 0.0125 0.0094 0.0125 0.0093
⽶ 0.0125 0.0094 0.0125 0.0093
その他穀類 0.0125 0.0094 0.0125 0.0093
佐藤作物 0.1538 0.1152 0.1538 0.1145
油糧作物 0.2907 0.2200 0.2907 0.2185
その他作物 0.0939 0.0708 0.0939 0.0704
⾁(反芻動物) 0.7549 0.2639 0.7549 0.0094
⾁(⾮反芻動物) 0.7549 0.2666 0.7549 0.0095
乳製品 0.7549 0.2648 0.7549 0.0094

⾷料消費選好の変更なし ⾷料消費選好の変更あり
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の実施により大幅に削減された．CH4，N2O の排出量は

主に農業由来の温室効果ガスであり，食料消費選好変更

の実施によって食の消費が減少するため，排出削減効果

がある．また，気候政策の実施についても，農業部門で

の排出削減対策が行われるため大幅な削減があった． 

 

 
図- 3 2050年インドネシアにおけるGHG排出量 

 

(2) 食料生産 

 図- 4 に各シナリオの 2050 年食料生産を示す．各シナ

リオの 2050 年での食料生産量は，ベースラインシナリ

オで 13620 万トン，食料消費選好の変更を想定したシナ

リオで 7500万トン (ベースライン比 45%の減少)，気候政

策を想定したシナリオで 9620 万トン (ベースライン比

29%減少)，食料消費選好の変更と気候政策の両方を想

定したシナリオで 6120万トン (ベースライン比 55%減少)

となった．食料生産について，食料消費選好の変更では，

食の内容の変更により需要が減少したため，食料生産量

も減少した．気候政策の実施では，農作地を減らすこと

で農業由来の温室効果ガスである CH4，N2O 排出削減を

おこなったため食料生産量は減少した．食料消費選好の

変更と気候政策の実施では，先に述べた 2つの影響が重

なるため，すべてのシナリオで最も生産量が減少した． 

 

(3) 食料消費カロリー 

図- 5に各シナリオの2050年食料消費カロリーを示す．

各シナリオの2050年での消費カロリーは，ベースライン

シナリオで3540kcal/人/日，食料消費選好の変更を想定し

たシナリオで2140kcal/人/日 (ベースライン比1400kcal/人/日

の減少)，気候政策を想定したシナリオで3650kcal/人/日 

(ベースライン比117kcal/人/日の増加)，食料消費選好の変

更と気候政策の両方を想定したシナリオで2250kcal/人/日 

(ベースライン比1280kcal/人/日の増加)となった．図-2に

示す想定した値と異なるのは，外生的に与えた食料消費

変化に対し価格変化を通じて市場での需給が均衡するよ

うに調整されたためである．消費カロリーについて，食

料消費選好の変更の実施では，食の内容の変更，または，

生産量の減少により消費カロリーは減少した．気候政策

の実施では，排出削減を目的に生産量が大幅に低下した

が，需要を満たすために食料輸入が増加した．これによ

り国内の食料消費は増加している．食料消費選好の変更

と気候政策の実施では，食料消費選好の変更による消費

カロリーの減少と気候政策での輸入による増加の結果，

少しの増加となった． 

 

 

図- 4 2050年インドネシアにおける食料生産 

 

 

図- 5 2050年インドネシアにおける食料消費カロリー 

 

(4) 飢餓リスク人口 

図- 6 に各シナリオの 2050 年飢餓リスク人口を示す．

各シナリオの 2050 年での飢餓リスク人口は，ベースラ

インシナリオで57.9万人，食料消費選好の変更を想定し

たシナリオで 2.52 億人(ベースライン比 2.52 億人の増加)，

気候政策を想定したシナリオで 39.6 万人(ベースライン

比 18.3万人の減少)，食料消費選好変更+気候政策を想定

したシナリオで 1.75 億人(ベースライン比 1.74 億人の増

加)となった．飢餓リスク人口について，食料消費選好

の変更シナリオでは，食の内容の変更により一人一日当

たりの消費カロリーが減少したため，それに伴って飢餓

リスク人口が増加している．すなわち，図-2に示すよう， 

EAT-Lancet 委員会により推奨された食料消費カロリー

が何も対策を施さないベースラインのそれよりも低いた

め，この推奨値を満たすと食料消費カロリーが低下する．

今回の分析では現在の国内での食料分布の公平性を将来
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にわたって想定しているため，カロリー低下に伴って飢

餓リスクが増加することになる．一方，気候政策の実施

では，海外からの輸入量増加に伴い，飢餓リスク人口も

減少している．食料消費選好の変更と気候政策の実施で

は，食料消費選好の変更により飢餓リスク人口は増加し

たが，気候政策による食料輸入の増加がその影響を軽減

している． 

 

 
図- 6 2050年インドネシアにおける飢餓リスク人口 

 

(5) GDP 

図- 7に各シナリオの 2050年のGDPを示す．各シナリ

オの 2050年での GDPは，ベースラインシナリオで 2430 

(2005年 10億米ドル)，食料消費選好の変更を想定したシ

ナリオで 2450 (2005 年 10 億米ドル) (ベースライン比

0.946%の増加)，気候政策を想定したシナリオで 2230 

(2005年 10億米ドル)(ベースライン比 8.0%の損失)，食料

消費選好の変更と気候政策を想定したシナリオで 2270 

(2005年 10億米ドル) (ベースライン比 6.5%の損失)となっ

た．このことから ，食内容の変化によりわずかだが

GDP には正の影響があり，これは産業構造全体の経済

効率の改善がもたらされたことを意味する．これは，イ

ンドネシアでは農畜産業部門は他部門に比べると資本・

経済効率が低く，食内容の変化により労働・資本が非農

業部門にシフトしたことが要因と言える．また，食料消

費選好の変更と気候政策とあわせて実施した場合におい

ても食内容の変化が気候政策のみのシナリオよりも

GDP を改善したことは，農業由来の非二酸化炭素の排

出削減が増加し，これらはエネルギー分野での排出削減

に比べて経済効率がよいことを意味している．一方，気

候政策のみの実施では，炭素価格の上昇，エネルギー価

格の高騰により経済全体に影響が波及し GDP 損失が生

じている． 

 

 
図- 7 2050年インドネシアにおけるGDPの変化とベースライ

ンからの変化率 

 
 
4. おわりに 

 

以上の結果から，気候政策と食料消費選好の変更を組

み合わせて実施することで経済ロスを軽減する結果とな

った．これは，食の内容を変更することによる CH₄，

N₂O の排出削減が他分野に比べて経済効率がよく，排出

削減目標達成に伴う経済影響が緩和されたためであると

考えられる．そのことから，食料消費選好の変更と気候

政策を組み合わせて実施することで経済的便益を得るこ

とがわかった．食料消費選好の変更を行うことは排出削

減を行う手段の一つとして有効であると考えられる．一

方で，食料消費選好の変更を実施することで食料消費が

減少し飢餓リスク人口が増加する結果となった．今回の

ような国内全体で一律に食料消費を減らす政策の実施や

EAT-lancet を食料消費の少ない途上国に適応することで

飢餓リスク人口の増加を招く可能性がある．これは，政

策実施によって食料消費の減少を招き，それに伴い食料

生産活動が衰退するためであると考えられる．そのため，

世界一律の食料消費の推奨値ではなく，各国の農畜産生

産状況，食料安全保障，食文化や社会経済状況などの各

国固有の状況を反映した食料消費推奨値が必要となろう．

また，推奨値達成の実現においても国内一律の食政策の

実施，例えば，国内一律の課税や補助金などは貧困層に

悪影響がもたらしかねない．国平均だけでとらえること

なく，国内の食料分布や家計レベルでの消費内容の違い

などを考慮した慎重な政策の実施，悪影響を受けうる家

計・世帯への手当等も同時に考慮する必要がある．  

 今回，食料関連対策の実施により結果が改善したが，

この追加的対策にかかる費用は安価とはいえない．実際

にかかる費用を考慮すると波及的な悪影響や実現への障

壁などがあるのかもしれない．この点は今後の課題とす

る．  

 宗教的背景について，インドネシアで主に信仰されて
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いる宗教はイスラム教である．イスラム教では，豚肉を

食べることが禁止されており，加工方法によっては鶏，

牛肉も禁止されている．このような背景から畜産物のこ

のような背景から畜産物の消費は比較的少ないが，経済

発展による所得の向上，観光客・海外居住者の増加によ

り近年，畜産物の消費量は増加傾向にあり，これら考慮

してもインドネシアで食料消費選好の変更を行う必要は

あると考えられる．また，食料消費選好の変更の実現可

能性について，現在，肉が少なくオリーブ油からの脂肪

の摂取量の多い地中海での食事や，インド，中国，西ア

フリカなどの地域でも，動物性たんぱく質ではなく，植

物性たんぱく質をより多く含む食事がなされているため，

そのような食事を普及させることで食料消費選好の変更

の実現可能性は高まると考えられる． 

最後に，インドネシアだけではなく，その他アジア

地域についても分析を行うことで，国ごとの影響を比較

する．今回設定した気候政策シナリオはモデル内の既存

のシナリオであり，インドネシアの排出削減目標に合わ

せられていないので，排出削減量を設定したシナリオで

分析する必要もある．また，気候政策での輸入量の増加

について，今回使用したモデルが国単位で計算を行うも

のであり，海外の影響を考慮できているのかどうかの確

認も必要である． 
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